「在宅ビジネスマッチング支援事業（緊急雇用）」

企画提案実施要領
１．事業の趣旨
奈良県の女性の就業率は全国最下位であり、結婚・出産を機に離職し、子育て一段落後の就業率が伸びないのが特徴であり、潜在的な労働力の活用が課題である。このため、委託事業者が、関係機関と連携した「在宅ビジネス支援隊」による、育児や介護等の理由により在宅で就業を希望する未就職者が、在宅での働き方のイメージをつかむとともに心構えを学ぶことで自分にあった在宅ビジネスを知り、個々がもつ能力や技量を十分に発揮し、在宅での起業に結びつける様々な支援を行う。
２．事業概要
（１）事業名
在宅ビジネスマッチング支援事業（緊急雇用）
（２）業務の内容等
別添「「在宅ビジネスマッチング支援事業（緊急雇用）」委託業務仕様書」記載のとおり
（３）事業上限額
金１６，９４３，０６１円（消費税及び地方消費税相当額を含む）
（26年度上限2,299,318円　27年度上限14,643,743円）
（４）企画提案の性格
　本事業は公募型プロポーザルにより実施する。なお本企画提案は、定められた事業予算の条件下において、提案者の企画提案を通して評価することにより、企画力、技術力の高い事業者を選定し、より効果的な事業の実施を目指す。
　なお、本事業は緊急雇用創出事業（地域人づくり事業）として実施する。
（５）委託期間
契約締結日から平成２８年２月２９日
３．公募型プロポーザルに参加する者に必要な資格
提案の資格を有する者は、業務の趣旨を十分に理解し、円滑に遂行できるもので、次の項目の全てに該当するものとする。 
　（１）都道府県税、法人税並びに消費税及び地方消費税に係る徴収金を完納していること。
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していな

い者であること。
　（３）会社更生法(平成１４年法律第１５４号)第１７条第１項又は第２項の規定による会社更
生手続開始の申立てをしていないもの又は更正手続き開始の申し立てをされていないもの
であること。
　（４）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項又は第２項の規定による再生
手続きを申し立てたもの又は申し立てをされていないものであること。
　（５）提案書の提出時点において、奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領に
よる入札参加停止の措置を受けていないこと。

（６）奈良県暴力団排除条例（平成２３年３月奈良県条例３５号）第６条に規定する、
暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者に
該当しないこと。
　（７）奈良県内に本店、支店等の事業所を有する厚生労働大臣の許可を受けた職業紹介事業者であること。
４．提出書類
公募型プロポーザルに参加を希望する民間企業等は、次の書類を作成して提出してください。
 （１）参加申込の提出書類　　各１部
①参加申込書（様式１）
②会社等概要（様式２）
　　③国または地方公共団体との同種の事業受注実績（様式３）
　なお、実績がない場合は記載不要　
（２）企画提案書　　
　次の事項にかかる内容をわかりやすく提案すること。
①業務遂行能力について

（ア）事業全体の責任者及びその従事者（新規雇用者を除く）の経歴、資格、経験等

（イ）事業従事者に対する指揮監督（業務の趣旨を十分に理解し、確実に実施し、円滑
に遂行できる）の体制
（ウ）職員の労務管理体制

（エ）進捗状況及び目標の管理（具体的な手法とスケジュール管理）体制

②人材育成及び就業支援について
（ア）事業目標として、この事業で直接雇用する人数とセミナー等による支援により起業させる人数

（イ）新規雇用者のOJT研修（具体的内容、指導する者、時期、日数など）

（ウ）新規雇用者のOff-JT研修（具体的内容、時期、日数、時間数等）

（エ）新規雇用者の事業終了までの就業支援内容（手法、スケジュール等）
（オ）新規雇用者がキャリアコンサルタントとしてのスキルを習得するための方法や工夫を盛り込むこと。　

③在宅ビジネス支援隊について

（1） 関係団体等（企業、銀行、NPO等）との協働について（協働先の探し方、協働方法等）

4 セミナーの開催及び在宅ビジネス希望者の発掘
（1） セミナー開催概要(具体的な内容、講師、対象人数、開催場所、スケジュール（時期、回数）)等
5 相談窓口の設置、ホームページによる情報発信
（ア）相談窓口の設置概要（開催場所、相談受付方法、スケジュール（時期、回数）等）

（イ）ホームページの概要（具体的な内容、スケジュール（時期）等）
⑥ 就業マッチング支援　
（ア）在宅ビジネス希望者の就労先開拓方法（具体的手法、目標企業数、スケジュール等）
（イ）マッチング概要（手法やスケジュール、目標人数、目標企業数等）

（ウ）在宅ビジネス希望者が就労に結びつくための方法や工夫を盛り込むこと。
⑦ 経費（見積書）について
　 提案事業経費及び内訳（項目、数量、単価、金額）を記載してください。「一式」とす
るのではなく、項目毎に記載すること。
　　 ※当該事業実施のために新規に雇用する労働者の人数、人件費及び当該事業費全体に
占める新規雇用にかかる人件費の割合を記載すること。
　　　 ⑧ 人材育成・就業支援計画（様式４）

⑨ その他

仕様書で示した事項以外に付加する独自の提案があれば提示すること。　
　（３）応募の無効
  　　　次の各号に該当する者は失格とし、応募を無効とする。
　　　  ①本説明書に示した公募参加の資格がない者
　　　　②故意に提出書類に虚偽の記載をした者
　　　　③提出期限内に所定の書類を提出しなかった者または補正書類を提出しなかった者
　（４）企画提案書の様式等及び提出部数
　      ①様式：Ａ４サイズ縦型（Ａ３用紙の折り込みは不可）、片とじ（左側２点綴じ、ホッチキス止め等簡略なもので可）、両面印刷可、カラー可
        ②構成
　　　　 表紙は必ずつけること。
　　　　　 頁数の制限なし。内容は分かりやすい表現に努めること。
（1） 表紙（別添　様式例）
　　　　　　a　「在宅ビジネスマッチング支援事業（緊急雇用）」の文言を入れること。
　　　　　　b　事業者の名称、所在地、代表者名、担当者名、連絡先を記載すること。

 （イ）業務遂行能力について
　　　　 （ウ）人材育成及び就業支援について

　　　　 （エ）在宅ビジネス支援隊について
　　　　 （オ）セミナーの開催及び在宅ビジネス希望者の発掘について
（カ）相談窓口の設置、ホームページによる情報発信について

（キ）起業マッチング支援について
（ク）経費（見積書）について
　　　　　　　 見積書（任意様式）を作成のこと。また、見積書は「一式」とするのではなく、
項目毎に記載すること。
　　　　 （ケ）人材育成就業・支援計画

　　　　 （コ）仕様書で示した事項以外に付加する独自の提案　

③提出部数　９部　（うち８部は企業・団体名を入れないでください。）
５．参加申込書の提出
　「４（１）」に掲げる書類の提出については、次のとおりとします。
（１）提出期限及び時間
平成２７年１月１６日（金）午後５時まで
（２）提出方法
持参または郵送（書留郵便に限る）による。
持参の場合の受付時間は、土・日・祝休日を除く平日の午前９時から午後５時まで。
郵送の場合は、平成２７年１月１６日（金）午後５時までに必着。
（３）提出先
奈良県 産業・雇用振興部 雇用労政課 労政福祉係　川内（かわうち）、庵前（あんまえ）
〒６３０－８５０１　奈良市登大路町３０番地　奈良県庁主棟６階
電話０７４２－２７－８８２８（ダイヤルイン）
６．企画提案にかかる質問及び回答
（１）質問受付期限
平成２７年１月１６日（金）午後５時まで
（２）質問方法
　質問票（様式５）をＥメール（koyo@office.pref.nara.lg.jp）又はＦＡＸ（0742-27-2319）にて送付してください。なお、質問票を送信される際には、必ず「５（３）」へ電話連絡してください。
（３）質問に対する回答
　各事業者からの質問は、参加申込書を受理したすべての事業者あてに、原則としてメールにより回答します。
７．企画提案書の提出
　「４（２）」に掲げる書類の提出については、次のとおりとします。
（１）提出期限及び時間
平成２７年１月２６日（月）午後５時まで
（２）提出方法
持参または郵送（書留郵便に限る）による。
持参の場合の受付時間は、土・日・祝休日を除く平日の午前９時から午後５時まで。
郵送の場合は、平成２７年１月２６日（月）午後５時必着。
（３）提出先
「５（３）提出先」と同様
８．企画提案書の審査及び結果の発表
（１）委託先の選定
　次のとおり審査会（プレゼンテーション）を開催し、委託先を選定する。
　「公募型プロポーザル審査会」において企画提案書の内容を評価点方式により審査し、総合評価のうえ、予算の範囲内で最も優秀な企画提案を行った者を選定する。
開催日：平成２７年２月５日（木）（予定）
（２）審査結果の通知
審査の結果については、選定後速やかに提案者あて書面で通知する。
９．業務委託契約の締結
審査の結果、委託先業者として選定された者と、奈良県契約規則に基づき、双方協議のうえ、業務委託契約を締結する。
10．契約の解除
契約締結後であっても、提案書など提出書類に虚偽の記載が明らかになった場合、委託先業者に重大な瑕疵がある場合、業務遂行の意思が認められない場合、または、業務遂行能力がないと認められる場合は、契約を解除し、委託先業者を変更することを妨げない。
11．その他企画提案等にかかる留意事項
（１）募集要領の承諾
本企画提案に参加する者は、企画提案書の提出をもって、本説明書の記載内容を承諾し

たものとみなす。
（２）言語及び通貨
契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。
（３）提出書類の返却
提出されたすべての書類は返却しない。また、この企画提案に係る審査以外には使用
しない。
（４）提案書類の追加、修正等
一旦提出された提案書類の差し替え、追加及び削除は、理由の如何に関わらず一切認めない。
（５）提案にかかる費用負担
提出書類の作成、提出等に要する費用は提案者の負担とする。
（６）提案者の欠格事由
　提案者が次の事項に該当した場合は、失格とする。
①提出書類の提出期限を過ぎた場合
②提案に参加する資格がない者が提案したとき
③本件企画提案に対して、２以上の提案をしたとき
④本件企画提案に対して、自己のほか、他人の代理人を兼ねて提案したとき
⑤本件企画提案に対して、２以上の代理人を立てたとき
⑥見積書の金額、住所、氏名、印影若しくは重要な文書の誤脱、金額を訂正した見積をしたとき、その他提出書類に虚偽の記載をしたとき
⑦基金事業において、著しく不適切な事業実施等により奈良県から指導を受けた団体、県による検査等に対する虚偽の報告等を行った団体

⑧その他、提示した事項及び企画提案に関する条件に違反したとき
（７）提出書類を提出後、契約締結までの手続期間中に提案者が指名停止等の事由に至った場合は、以後の本件に関する手続きの参加資格を失う。また、該当する者が受託者として特定されている場合は、次順位の者と手続きを行う。
（８）提出書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに奈良県まで連絡するとともに、書面により届け出ること。
（９）特定された委託先業者は、本件業務を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。但し、やむをえない場合と県が認めた場合は、業務の一部を委託することができる。
（10）参加申込企業が１者の場合、再公募することがある。
12．その他
　緊急雇用創出事業としての事業実施条件等その他の事項は、本事業の委託業務特記仕様書記載のとおりとする。また、本事業は国庫金を活用して実施する事業であることから、会計検査院法第２３条第１項第３号による検査の対象となる場合があることに留意すること。
以　上

             　
